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基礎研究について世界において共通のコンセプトが確立していなく、米国など

の国においても、この定義の明確化が政府レベルにおいて検討課題となっている

から、ここで日本の基礎研究について諭ずる時は、先ず日本人の通用概念を用い

るつもりである。つまり物質や自然現象を解明し、10年ないし20年もの先を

見て行なう長期的視点にたった研究活動である。その前提のもとで日本の基礎研

究の現状、動向とその特色を分析した。

1・日本の基礎研究の現状

1990年日本の科学技術の白書は下の図面で主要国の科学技術発展状況を

表わしていた。

（資料1）
主要国の研究費，研究者数，技術輸出額，ハイテク製品輸出額，
論文数の筏混

0

（閻 計
日　本　　　　　　西ドイツ　　　　フランス

○
闇
榊

注）1．米国の各指標の値を1として面積によl）各国の指標を示している

いる。

2．各指標とも1987年の値。ただし，ハイテク製品輸出額は1986年。

3．日本の研究者数のみ専従換算（h11－time equivalent）をしていな

い°

資料：OECD統計，各国統計等より作成。

この図から次の印象を受けることができる。

第－、国土、資源の面において遥かにアメリカなど欧米諸国に及ばない日本はす

でに堂々たる世界の二番目の位置に立っている。科学技術についての多くの指槙

の伸び率はそのたくましい勢いと今後の潜在力をよく反映している。
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（資料2）

主要科学技術指標の国際比較

日　　本

米　　図

百ドイ？

（出典：1989年科学技術自書15p）

しかし、資料2の図を見るとアメリカとドイツに比べたら日本の科学技術活動

のアンバランスな状況が明らかである。日本は特許ひいては商業的な利用に役立

つ研究開発に努力が集中している。それに比べ、論文数などに示されているいわ

ゆる基礎研究の成果は、米より非常に低い状況である。このようなことが技術摩

擦の論争の中で、日本は欧米の基礎研究の成果ををただで使って、特許を取って

製品を売り込んでいるんだとの批判を招いている。

日本の基礎研究は自国の他の分野と比べても、他の先進国と比べても確かに弱

い。以上の図2以外に、次の幾つの点でも裏付けられるだろう。

（1）．基礎研究費の対GNP比率は米国、ドイツ、フランス、に比べて2分の1か

ら4分の3の低い水準にとどまている（資料3A．Bを参照）

（2）．創造的な基礎研究人材の育成が欧米より遅れている。高度な研究能力を持っ

ていると見られている博士、修士の比率は低いし、専攻別シェアは工学系に比

べて理学系が少ない。（資料4参照）

（3）．日本のノーベル賞、フィールズ賞の受賞数は世界の12位であり、研究費研

究者ともに日本より少ないオーストリア、スイス、オランド　諸国でも　日本の倍

以上の受賞者を出している。（資料5参照）
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（4）．日本の論文数は年々増大の傾向を示し、10年前の5位から3位になったが、

アメカと比べるとまだまだ低い。また論文の引用度は非常に低く、先進国から遅

れている。（資料6A．B参照）

さらに科学技術庁が実施した基礎研究の水準の日米欧の比較から見ると、産業

活動とつながっている分野では比較的差はないが、全体からいえば欧米の比較優

位は明らかである。（資料7A．B．C．D参照）

いずれにせよ、日本は産業活動と密接に関連する研究開発活動は一般的に発展

が著しいが、大学等の公的部門によるところの大きい基礎研究は相対的に弱い現

状である。しかし80年代入って以来日本の政府は基礎研究を強化する政策を取っ

ている。また民間企業でも基礎研究を重視していて，研究レベル、論文数など基礎

研究の関連指標は資料7を示したように急速的に発展してきた。この新しい動向

こそ、われわれの検討の重点と思われる。

（資料5）　　　　　　ノーベル賞等の国際賞の各国別受賞者数

DistributionbycountryinthenumberofNobel
Prize and Fie】ds Prize Winners

（単位　人）

区　　 分

ノーベ ル 賞 フ ィー ル ズ 賞

19 0 1年

i

19 4 6年

1 9 3 6年

1 9 50 年

l うち最 近 l う ち貴 近

19 4 5年 1 9 8 7年 1 0 年　 間 19 8 6年 1 0 年　 間

米　　　　 国 19 1 2 3 34 1 1 0 4

イ　 ギ リ　 ス 25 3 8 6 － 4 1

ド　　 イ　　 ツ 36 1 8 6 － 1 1

フ　 ラ　 ン　 ス 16 7 2 － 5 1

ス ウ ェ ー デ ン 6 9 4 － 1 －

ソ　　　　 連 2 8 1 － 2 1

オ　 ラ　 ン　 ダ 8 2 1 － － －

ス　　 イ　　 ス 4 7 3 － － －

オ 胃 ス ト リア 7 1 － － － －

デ ン マ ー ク 5 2 1 － － －
イ　 タ　 リ　 ア 3 4 2 － 1 －

ベ　 ル　 ギ　 ー 2 3 － － 1 1

日　　　　 本 － 5 2 － 2 －
そ　 の　 他 8 1 6 2 1 1 1

計 14 1 2 4 3 6 4 2 2 8 10

注）ノーベル賞は，自然科学分野の物理学，化学，医学・生理学の各賞の

みとする。

資料二NobelFoundationDirectory及び科学鼓衝庁議べ。
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日本の経済の成長と政治地位の向上に伴って、とくに80年代に入って以来、

基礎研究を重視し、政府と民間企業はともに基礎研究の強化を大いに推進するよ

うになってきた。日本はなぜ基礎研究に力を入れるようになったのか？

（1）基礎研究を強化する背景

基礎研究を強化することの背景は、以下国際環境と国内経済社会の発展の結果

の必然と思われる。

①総合国力を向上するために

現代社会では米ソの軍事競争から大国間の総合国力の競争にかわった。それに

それぞれの国の科学技術の発展レベルは、日増しに総合国力の核心的な要素にな

った。日本は80年代に初頭に、「科学技術立国」の方針を明確にした。（NPは世界

の14％を占める経済大国である日本は、政治大国になろうと決心した。そのために、

科学技術の一層の高度化が不可欠であり、基礎研究の強化はその中核をなすもの

である。基礎研究のレベルが高くなければ　超電導、バイオテクノロジ、海洋、

宇宙開発等ハイテク分野で世界のリーデングカントリイと並んで発展していくこ

とは困難である。

②次の世代の技術革新のシーズのために

今まで日本の産業は、戦後基本となる技術を欧米先進国から導入し、それを消

化・改良を加えて、現在欧米に追いっき、一部分の分野では追い越す段階に達し

ている。今後さらに発展を図るには、新たな技術革新のシーズが必要である。一

方、国際間の競争はますます厳しく、とりわけ第一線に並ぶ先進国間の先端技術

においての技術競争が激しくなっている。日本は今後は次の時代の技術を育む基

本的な土壌と技術革新のシーズの源泉である基礎研究を重視するようになった。

⑨ただで使ったイメージを改めるために

今の日本は欧米の基礎研究をただで使って製品を売り込んでいると批判されて

いる。今後の日本が国際社会の中で発展しているためには、日本がそのイメージを

改める必要がある。そして科学技術の貢献と受益に関して先進国間に現存する不

満を解消するためには、独創的な基礎研究を強化しなければならない。日本の政

府であろうと、民間企業であろうと、今後日本の基礎研究がいかに発展するか、

ということは次の世代ひいて将来の科学技術立国に関わるばかりでなく、国家の

名誉にも関わると考えられているものと思われる。

ー　4　一



④国際貢献のために

競争と協力の時代の中で、日本がその地位に応じた国際対応が必要となってい

る。科学技術においての国際貢献と言うことはおもに人類共通の知的ストックと

して基礎研究の結晶を積み重ねると言うことである。それにと同時に各国との科

学技術の合作において基礎研究の面で日本が分担すべき責任を果たすばかりでな

く、発展途上国との協力においても日本が基礎研究成果の創出により、国際的役

割を果たすべきであると考えられている。

⑤資源開発のために

日本は天然資源、エネルギーに乏しく、その知的創造力に存立の基盤を求めざ

るをえない。バイオテクノロジー、エネルギー技術、海洋開発技術などは、食糧、

資源、エネルギー等貿源問題の解決にも有効な役割を果たすものと考えられてい

る。

⑥　社会の科学技術への要請を満たすために

日本国内において物質生活が豊かになり、老齢化社会が急速に進んでいる。ま

た、価値観の変化に伴って、人間は精神面の要求が段々高くなってきている。こ

のような社会の変化にも科学技術も対応を迫られている。生活の質の向上のため、

保健、医療、エネルギ胃、環境などの技術の発展も基礎研究の成果に頼っている。

さらに基礎研究を強力に進めるためには、経済力、技術水準、研究施設設備等

のポテンシャルを有することが必要である。これらの基礎研究を発展させする要

件を具備しつつある日本は今後世界のトップランナーの一員として世界の知的スト

ックの拡充に貢献していく能力を持っていることは疑いない。

いずれせよ、基礎研究を強化することは、日本の内外の事情から見て、日本に

おいて必要ばかりでなく可能でもある。したがって　基礎研究の必要性と可能性を

認識したうえで、官民ともに本格的強化を図ることに無理はないだろう。
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2．政府の動向

（1）政策の方向

80年代以降，日本の科学技術政策は主として「科学技術立国」基本方針として

いる。1985年7月政府の「臨時行政改革推進審議会」は「行政改革の推進方策に関

する答申」の中で科学技術行政のあるべき体制について触れ，「応用開発を重視

して追いつく形の研究開発体制から、創造的、基礎的研究体制に変換すべきであ

る。」ことを強調した。そして1985年5月通産省、郵政省は「基盤技術研究円滑化

法」を制定して、同年10月それに基づいて「基盤技術研究促進センター」を（Key

Technology Center）設けた。また基礎研究における産、学、官の合作を促進する

ために科学技術庁は1986年5月「研究交流促進法」を制定した。その後下記（3）

の一連の実施制度が策定された。

（2）投資の増加

民間の基礎研究投資の伸びが著しく、政府の投貿比率は停滞しているようであ

るが、しかし資料8、9が示すように、いずれにせよ基礎研究費の国全体の絶対

額はここ三年間で20－30％の伸びをみせている。

（資料8）

我が国の組織別基礎研究費
⊂〕全社雪

⊂］研究観閲

［≡］大字写

注）（）内の数字は構成比。

資料：総務庁統計局「科学技術研究調査報告」より作丸

出典：日本科学技術自書1988年
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（資料9）
研究費の性桔別構成比

某事研究　　　応用研大　　　　　　　　　　　　綱尭研究

ク 蒙

一㌦ t ］T 51．7％

榊

　

間

　

鞘

一

心

ブ

　

　

捕

　

　

り

一

昭
和
5
2
年
度
内
訳

7L Tl． 巨 垂 1 7胃≡ ∃

陽 匡 6胱∃
58．3

串
閻 膠 ㌶頴 彬

711童 ∃hd

資料：総務庁統計局「手斗学技術研究調査報告」

出典：日本科学技術白書1989年

（3）制度の制定

日本政府は1986年3月間議決定した「科学技術政策大網」において基礎的研

究を強化することを決定した。すなわち国家の基本方針として7つの基礎的、先

導的分野（物質．材料、情報．電子、ライフサイエンス、ソフト、宇宙開発、海洋、

地球）を明らかにした。この科学技術政策大網を基本とし各省庁において基礎研

究を中心とする創造性豊かな科学技術の振興を柱とする各種の政策の展開が図ら

れつつある。

また科学技術政策大綱にもとづいて，引き続いて基礎研究の専門分野に関する施

策を公表した。

例えば科学技術会議はその第14号、15、16、17答申において、それぞれ物質．材

料系科学技術、情報．電子系の科学技術および地球科学技術に関する研究開発基本

指針を勧告し、第1316号答申においては基礎研究を強化するために、国立研究

所と科学技術振興基盤について具体的な改善措置を勧告した。

各省庁も各自の目的に応じた諸施策の展開を通じて基礎研究の強化を図ってい

る。基礎研究についての様々の制度は資料10に示す通りである。
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（資料10）
主な基寛的研究詫造割烹と予算

ー省　 庁　 名
制　 度　 名　 l

l　　　　　　　 l

ー　　 l 予算 （億円） l

発足与圧 忘 9年度 l平成元年可1

科学技術庁

文　 部　 省

厚　 生　 省

科学技術振興調整貢 昭和56年度 63 101 ！

1
うち重点基竜研究 昭和60年度 －

1日

8　 ，

2

46

省際墓磋研究 昭和63年度 I

科学技術特別研究員制度 平成 2年度

創造科学接衝琵進制度 昭和56年度 23

フロンティア示究システム 昭和61年度 l 日 日

1 l

ヒューマン・フロンティア・サ 平成元年度
l

イエンス・プログラム l
l

基琵科学特別研究員制度 平成元年度

昭和jO年度

lll

1　 405科学研究貫補助金 1　 526 1

1　 19特別研究員制度 ［昭和60年度 l
l

厚生科学研究費補助金 昭和54年度

昭和56年度

1　 22

60

l55　 1

通商産業省 次世代産業基盤技術研究開莞 68

農林水産省

郵　政　省

各　省　庁

ヒニーマン・フロンティア・サ

イエンス・プログラム

バイオテクノロジー先端技

術開発研究

電気通信フロンティア研究開莞

国立試験研究境関経常研究費

平成元年度

昭和59年度

昭和63年度

339

出典：日本科学技術白書1989年

このうち主な基礎研究推進制度は次の通りである。

1）．科学技術振興調整費：先端的、基礎的研究など必要な重要研究業務の総合推進

調整を目的としている。その内容は①産官学の多分野に及ぶ研究者の連携による

総合研究，②国立試験研究機関における基礎研究を充実するための重点基礎研究，

③海外研究者と国内の独創性豊かな若手研究者との共同研究を促進する省際基礎

研究，④国立研究所へのポストドクタ胃の受け入れのための特別研究員制度をそ

れぞれ発足させ，基礎研究の一層の充実を図っている。これらの制度は各研究機関

がそれぞれの状況を踏まえて研究所長に十分の裁量権を与えて、柔軟な組織の運

営と資金の弾力的な運用を可能としており、基礎研究に必要とされる条件にかな

う制度であるとしてこれまでに高い評価が得られている。

2）．創造科学技術推進制度：科学技術庁が、新技術事業団（JRDC）に設けた制度であ

り、独創的な研究リーダーの下に、内外研究者を組織化し独創的な科学技術のシ

ーズを創出ための研究を推進している。この制度はとくに「人中心」と言われる

流動研究員システムを採用して、プロジェクトの責任者はきわめて大幅な裁量権

を研究者の採用、資金分配等において有している。研究者は産．学．官及び海外か
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ら選ばれ、研究実施場所としては、リーダーの判断で企業或は大学研究室を借用

する。

3）．次世代産業基盤技術研究開発制度：通産省が次世代産業の基盤技術の研究開

発を推進するために設けた制度である。産学官の協力により実施し、複数の研究

開発方法を同時に実施し、段階別に目標を設定し、評価するという特色がある。

4）．国際フロンテア研究システム：科学技術庁が理化研究所（RIKEN）に設けた制度

で、21世紀に向けて多分野にまたがる領域に新しい科学的知見を発掘するため、

基礎研究における国際合作を推進している。産官学と海外の多分野の研究者が参

加できるシステムであり、現在その中3分の1を外国人研究者が占めている。ま

た半分ぐらいのチームのリーダーは外国人研究者が務めている。

（4）国立研究機関の役割の強化

科学技術会議の「国立研究機関の中長期的あり方について」の第13号答申は

一連の研究組織の改正、研究運営の改善などの措置を勧告した。　従来のあり方

と比べたら、とくに人に重点を置くようになった。例えば所長裁量の発揮、研究

評価の実施、研究者の交流、ライフステージに応じた人事運営などが強調されて

いる。

（5）大学の基礎研究の強化

基礎研究の支柱である大学においては、1987年10月「教育改革推進大綱」が閣

議決定された。同大綱においては、今後政策の展開の方針として、独創的、先端

的な基礎研究の発展を図るための科学技術研究補助金の拡充、若手研究者の育成、

民間等との共同研究の実施、学術の発展と国際社会への貢献を図るための研究者

交流、国際共同研究等の推進を示した。

（6）産．学．官連携と研究交流の重視

日本の科学技術の最も著しい特徴は、研究投資、研究者数等において民間企業が

中心的役割を果たしていることである。民間企業の活発な応用研究、開発研究の

成果によって、日本経済の高成長が実現されてきといえる。また最近民間企業自

身も基礎研究推進のムードが高まっており、官．民連携に大きな期待を寄せている。

一方、現代の技術の高度化、学際化、複雑化、総合化の中では異分野の研究者間

に知的交流、知的触発によってこそ新たな発想も期待でき、研究の効率推進の観

点からも意義深い。このため日本政府は，1986年5月研究交流促進法を制定した。
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1985年以来スタートした「官民特定（交流　連帯）共同研究制度」と前述した次

世産業基盤技術研究開発制度、創造科学技術推進制度及び拡充された従来の大型

プロジェクト制度などを通じて、官民共同研究の実績は顕著に伸びている。大学

においては民間企業との共同研究が1983年度の「民間等との共同研究制度」の発

足により急速に増加している。（資料11参照）

さらに産．学．官により，共同研究を実施するための施設として共同研究センターが

1987年から設置されてきた。いずれにせよ、政府はいろんな措置を取って、産学

官研究者の交流と連携を促進して，従来の固まる状態の改善を図っている。

（7）国際合作と交流を重視すること。

国際的に開かれた研究体制を実現するために、日本政府は従来より関係省庁で実

施している外国研究者の受け入れ制度に加えて、1988年から外国特別研究員

制度を新設した。前述した国際フロンテア研究システム、創造科学技術推進制度

等も積極的に外国研究者を募集している。しかし日本の国立研究所における研究

者の派遣、受け入れ人数はとも増加しているが、′派遣が多く、受け入れが少ない

と言う状況はまだ根本的に変わっていない。（資料12参照）

（資料12）

注）1．技術協力のための派遣・受入れは含まず。

2．図際研究集会出席に係るものを含む。
資料：科学技術庁調べ。

出典：日本科学技術自書　1988年

政府の基礎研究推進措置は，基礎研究にかかわる体制、制度を含む研究運営な

どソフト面での充実及び研究設備などインフラストラクチャー面の両面の強化を目
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指している。そして基礎研究においての産学官の連携と国際合作を重視している。

いずれにせよ、これまでの応用、開発研究の研究体制により基礎研究にふさわし

い研究体制をつくる努力している。とくに民間企業の力を十分活用することも考

えており、資料11に示した共同研究制度を通じて、各々の優れた研究者の能力

の発揮を容易とすることを狙っている。

3・政府の基礎研究推進政策の分析

以上の動向から見て、日本政府の基礎研究政策では、「産．学．官合作」という

方針が政策の核心となっているような印象を与える。

通産省の「80年代通商産業政策」の中では、従来の官．学．民合作の言い方を

産．学．官合作へと変えた。それ以来「産．学．官合作」という言い方は日本の科学

技術政策の非常に重要なキイワードとなっている。これは単なる「民」を「産」

に変わる文字の帳序前後の変換についての問題ではなくて、科学技術政策の核心

をどこに置いたかという間藤として注目したい。

日本は従来から産．学．官の合作を重視しているが、今ほど重視し、それを促進

するための有力的な講じたことは、80年代以前には見られなかったのである。

それは「科学技術立国」と言う方針に基づいて基礎的、先導的な研究開発を拡充

強化するために国家総体戦略が必要であるところから来ているのではなかろうか。

なぜ日本政府は産．学．官の合作を重視するようになったのか。

①産．学．官合作体制は、市場メカニズムによって効率的に活動している産業界

のポテンシャルを官．学にも導入し、官．学の研究を刺激すると同時にそれぞれ知

識の交流によって、技術移転、新技術の創出を加速させることを狙いとしている。

このような大企業を核心としている産学官合作の体制は、実は政府が意識的に科

学技術ポテンシャルが最も力強く、研究運営の最も効率の高い研究のカーー民間

研究の力によって官．学の研究の活性化のための有効的な措置とみることができる。

◎産．学．官の研究活動にはそれぞれの重点と特徴がある。「産」は主に応用開発

研究が中心であり、「学」は基礎研究、「官」は応用と基礎をともにやっている

が、応用研究に傾斜しているようである。技術開発の三つの段階から見れば、産

学．官の合作を強化するのは、基礎、応用、開発研究プロセスを有機的に連携させ

ることであり、国全体として完璧で、効率的な研究開発体制の確立につながると
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見ることができる。従来、日本の基礎研究は欧米に依存して、自国の研究開発体

制の不完全な状態をあまり気にしていなかったようであるが、日本の科学技術が

欧米の水準に達し、欧米を超過しようと思えば、欧米の依存の状態を脱却し、自

国としての充分な研究体制を創らなければならないことは明らかである。従って

産．学．官の合作は重要で、緊迫的な課超になったと見ることができる。

⑧民間企業においても近年来、研究目標の長期化、基礎化の傾向を示しており、

これはちょうど政府の示す方向と一致している。このように基礎研究を強化しよ

うと決心している大企業は、今日世界技術競争の最前線に立っており、このよう

な産業の力を活用することは言うまでもなく賢明な政策と言える。そればかりで

なく、産学官合作の研究体制が民間企業の活力を「学」、「官」の中を導入する

事ができ、全国をあげて世界の技術競争に参加することができるようになること

が期待されよう。

㊨民間企業の研究体制を支援し、政府が全国の研究活動の中でのリードとコン

トロールことができて、科学技術の発展に対しての発言権と影響力を確保する事

によって、全国一致の研究システムを構築するためである。

しかしながら、産．学．官の協力は、本来それぞれ研究者の交流に基づくもので

あって、政府の諸施策はどの分野においても、このような体制が取り得るような

制度を準備しているに過ぎない。したがって産．学．官の連携の成果はそれぞれの

今後の研究実稜に左右されると言えよう。

では、日本政府がどのように「産」の核心的な地位を保証しているのか。

（1）産業界の興味深い領域を国の戦略重点として推進している。

日本の基礎研究の意味、つまり研究の重点を見れば、産．学．官の三者のどれが

重点で、核心的地位かを判断することができる。基礎研究はもともと未知の世界

を探索する研究で、実際応用目的を有する研究を含めていない。しかし日本の科

学技術政策の関連文書では、基礎研究の概念は拡大され、実用目的を有する基礎

技術の研究も「基礎研究」の中に含めていると思われる。国際的で通用する「基

礎研究」を「純粋基礎研究」と呼ぶことが多い日本の科学技術政策大綱において

は、的確に情報．電子系科学技術、ライフサイエンス、物質．材料科学技術、海洋

科学技術、宇宙開発、地球科学技術等を基礎研究の重点分野として決めた。（例

えば11号答申の決めた基礎的、先導的科学技術領域、通産省の「21世紀を支
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える技術革新」のために重点的に取り組むべき分野等）これらの分野は、いずれ

も応用研究に近い基礎研究をも包含する考えであり、民間企業も同時に関心を有

している将来の発展分野でもある。

（2）民間企業に対しては、政府は主として税制、設備等の面で支援している。

「できるだけ民間企業の能力を発揮する」（第二臨調）という方針に基づいて、

民間企業の基礎研究を促進する一連の措置を取って、「基盤技術研究囲滑法」と

「研究交流促進法」のような法律や、制度を通じて政府が資金、設備、情報等各

面で、民間企業の研究を支援する制度を設けている。例えば：①国有の試験設備

は安値で、民間企業が利用できる。②民間から委託を受けて国が開発した研究成

果の特許権は、委託された企業に対して50％まで無償で譲り渡すことができる。技

術情報（データー、図面、書類等を含む）を提供する。⑧基盤技術研究促進セン

ターを通じて、民間企業或は産．学官合作研究のための会社設立への出資、または

融資をする。（例えば1986年トーレ、三菱化成等15の会社が（株）共同蛋自工程

研究所を設立の際、上記のセンターが8年間に総額300億円の70％を出資した。）こ

の制度では、政府の出資は最高70％までとなっている。（資料11を参　照）これら

の措置は実質的民間への研究補助金と言ってもいいだろう。

（3）国立研究機関と大学の研究体制の改革による基礎研究の強化、研究者の

交流と共同研究を実施することによって、民間企業の活力を基礎研究に導入する

ばかりでなく、国有の研究設備、研究人材の活用を通じて、民間企業の基礎研究

を支援することができる。民間企業が国立研究機関と大学を活用している形態を

見ると、大学については委託先あるいは共同研究相手とする企業が多く、政府研

究機関については，共同研究の相手または民間企業の研究人材の派過の受け入れ先

と言う場合が多い。国立大学が民間企業から委託を受けて、大学の研究者が公務

員として研究を行なう受託研究は、1987年度1，814件、39億円　に達した。

一方1982年から2000年まで大学は18万人研究者を養成することとしているが、

その中の16万人が民間企業の必要に応えるためである。（日本学術審議会「学

術体制を改善する基本施策について」1984．2）

（4）「大型プロジェクト推進制度」等産．学．官合作制度を実施する時に政府

研究機関は組織の中で調整の役割を果たしており、研究開発のコーデネート機能

を発揮することが11号答申においても明確に提起されている。
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いずれにせよ、日本政府の科学技術政策から見れば、政府が産．学．官の合作と

交流を日本の科学技術政策の柱として、非常に重要な位置に置いたばかりでなく、

着実な措置を取って実施しているとの強い印象を与えている。

4・日本の基礎研究の問題点

（1）前述のように、いま日本で強化している基礎研究の概念は、目的と応用

を離すことがなく、通常言われている概念、特にOECDに決められた定義一一「特

別な応用、用途を直接に考慮なく仮説や理論を形成するため若しくは現象や観葉

可能な事実に関して新しい知識を得るために行なわれる理論的または試験的研究」

よりは広い概念と見ることができる。つまり次の世代の技術の種と今後技術革新

のシーズの源泉と患われる知識への貢献が強調されており、世界共通の知的スト

ックの拡充と言う点では、やはりまだ充分と見ることはできない。従って欧米と

の技術摩擦の中で、直ちに「技術タダ乗り」という批判を解消すことができるか，

どうかは問題である。

（2）基礎研究を民間企業に期待することは、経済利益を第一主義とする印象

を避けられない。またリスクの大きい、研究期間の長い、経済利益の見られない

基礎研究を企業に頼ることは実際上できない。ノーベル賞受賞者である江崎玲宇

於奈博士は「どうも、日本では　実際経営トップが性急に成果を求めることが多

い」と批判し「自由な研究にはほど遠い」と苦言を呈する。一方基礎研究の主た

る担い手となるべき国立研究機関と大学の面では以下の問題で、行き詰まりの所

も少なくない。

（3）基礎研究資金と設備の不十分

前述のように研究開発費全体では欧米先進国に比べて高い水準にあるものの、

政府負担の割合が著しく低く、また使用面で基礎研究の割合が欧米諸国に比べて

低い。（賃料3－A．B参照）大学と国立研究機関の基礎研究費は不足で、設備が陳腐

化していることが現実と見られている。国立大学ではここ十年間、前向きの‘‘設

備投資”がほとんど行なわれていない。むしろ減ってさえいる。例えば、施設建

設費は1981年度の千四百十四億円から1990年度は八百四十七億円と約40％減ってい

る。全国の大学に分配される施設設備の金額は日立一社の総研究費の6分の1に

足らない。（く日本経済新聞＞1990．12．2）　産業の研究開発に対する政府負担の割
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合も欧米先進国の8分の1から10分の1と極めて少ない。（資料13参照）

（資料13）

主要先進5ヶ国の産業部門研究開発費の政府の資金負担割合

（単位：％）

E 米 西　 独 仏 英

産 業 部 門 研 究 開 発 貫 の 3 ．1 3 4 ．2 2 3 ．2 2 6 ．5 2 3 ．1
政 府 の 資 金 負 担 割 合 （1 9 8 6 年 ） （1 9 8 6 年 ） （1 9 8 5 年 ） （1 9 8 5 年 ） （1 9 8 5 年 ）

組

出．
負 担 使 用 負 担 使 用 負 担 使 用 負 担 使 用 負 担 使 用

叫
別

の
負

担
使

用
割

A
E ］

割 合 割 合 割 合 割 合 割 合 割 合 割 合 割 合 割 合 割 合

産　　　　　　 業 7 6 ．0 7 7 ．1 5 1 3 7 6 ．2 6 0 ．3 8 2 ．1 4 2 ．4 5 7 ．7 4 5 ．5 6 5 ．9

政　　　　　　　 府 1 9 ．4 9 ．7 4 6 6 1 1 ．8 3 8 ，6 3 ．7 5 3 ．8 2 6 ．4 4 8 ．9 2 2 ．7

大　　　　　　 学 4 ．6 1 3 ．2 2 1 1 2 ．0 － 1 4 ．2 0 ．2 1 5 ．9 0 ．4 1 1 ．4

外　　　　　　 国 0 ．1 － － 1 ．1 － 3 ．6 － 5 ．3 －

注1：組為別の負担使用割合に関するデータの統計年度は下記のとおり。

日本（1985年），米国（1986年），西独（1985年），仏（1983年），英（1985年）

2‘研究開発費の使用に関する政府，産業等の区分は次のとおり。

政　府……国・公昔研究俵関，特殊法人（研究軋　事業団等）
大　学……国・公・私立大学

産　業‥・－‥全社，特殊法人（公団等），民営研究機関

出典：通産省一産業技術の動向と課題

（4）研究人材の量と質の不十分

資料4示したように欧米先進諸国に比べて、高度な研究能力を持っていると見

られる博士．修士の比率は低い。とくに工学系に比べて理学専攻の比率は少ない。

そ．して近年来この傾向はより明確になっている。通産省の「産業技術自書」も「

現状では、創造的な基礎研究の中核的役割を果たす人材の育成が遅れている状況

にある。」と指摘している。隆盛を誇る企業研究所の最大問題もやはり人材の確

保である。ある学者指摘したように理工系人材育成の責務を負おう大学、大学院

及び教育制度全般に関わる構造的かつ本質的な問題があるため、理工系大学及び

大学院教育の諸機能は低下しつつあり、社会的な要請に応えきれない歪が顕在化

しつつあり抜本的な改革が迫られている。

また、研究者を助ける研究補助者、技能者についても、下記（資料14）の先

端技術者に対する調査によれば、回答者の6割以上は研究を支援する技術者不足

を訴えている。

ー15　胃



（資料14）
技能者の充足状況

ある　　分であ　足して　ている　い

○　　いる

資料：「先端科学技術研究者に対する調査」より作鼠

出典：日本科学技術自書1988年p65

（5）基礎研究にふさわしくない風土の制約

基礎研究に特別必要な独創性、個性の重視は、日本に固有的な集団的、かつ平等

主義的なシステムとは相入れない点が多くあり、基礎研究の運営面で解決なけれ

ばならない大きい問題である。

（6）基礎研究における国際交流に必要な条件がまだ不十分である。

「センター・オブ・エクセレンス」と言われるような外国の優秀な人材を吸引で

きる研究環境の構築が、まだ紙上の計画に過ぎない。このため平等、互恵的な人

材交流が多くの分野で実現していない。このため日米などの両国間あるいは多国

間の基礎研究の交流は本格的に展開する事ができない。例えばアメルカのN］［H

（国立保健研究所）に大勢日本人がいって研究に貢献しているが、アメリカ側は

「日本の大学や国の試験研究機関はCenters of Excellenceとしての資格を備えて

いない」という言い分で、日本に来たがらない研究者が多いことも日米技術摩擦

の一つの背景である。

5．民間企業の動向

（1）基礎研究が強化された実態

日本の企業研究開発活動は近年一段と活発化しており、国際的に見ても世界の

トップレベルに位置付けられる。企業のR＆D投資は加速的に増加しており、実

質ベースで年率10％を上回る伸びを示した。資料15は企業の基礎研究投資も

年年増加していることをはっきり物語っている。科学技術庁が行なった「民間企
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業の研究活動に関する調査」によれば、過去5年間において基礎研究を強化した

企業は38％で、今後強化しようとする企業は70％に達している。今後長期的

かつ基礎的研究テーマに力を注ぎたい企業は増加する傾向にある。（資料16参

産業界における基礎研究への取組推移

資料：総務庁統計局「科学技術研究調査報告」より作成。

研究開発テ胃マ選定と収益率の関係

％

8　団基礎研究費
7　●－－1基珪研究比率

6

〇

4

3

2

1

0

（資料16）

資料：科学技術庁「民間企業の研究活動に関する調査（平成元年度）」

出典：上記の15．16資料は日本科学技術白書1989年より

民間企業基礎研究所の設立数も増加しており、第二次研究所ブームと呼ばれて

いる。80年代以来日本電気（株）基礎研究所、（株）日立製作所基礎研究所などエ

レトロニクス、新材料、バイオテクノロジー、メカトロニクスといったハイテク

関連の研究所が多数を占め、また第一次の中央研究所ブーム（1960年代前半）に
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くらべて設立件数も大きく上まわっている。日刊工業新聞社の調査によると、19

88年4月以降に研究所新設した企業は有効回答会社の四分の一を占めており、一社

当りでは平均四つの研究所と九百の研究員を擁している。

（資料17）

1985年以降に設立された：主な茎櫛芳完所

企：莞≡名

イ呈友電気工業

日立茎揮貢

染主星

・∈至本ア孝二＿・モ：一二・二Lム

・：睦子痕工莞▼一

・三．夏至［工業

・巨京の粟

・日本電1言雲宣言云

・サントリー

・日本ガイシ

・東芝

・富士：電話崇芳念合評F究所‾

・三菱白化
・E］本電気

・富士通

・寺公下電書き産至芸

研！冗所名　　　　t‘一芸変立等

罰型支帯研究所　一　言溺85

毒透析芹所

遅誘き科学研完所

裏芸遅玩撃升究所

蒜謡巨裏記菅研完所

妻透蔓三五待開所

；蔓讃至研二究所

葦憑き研写芸所

葦冠き野〒究所

毒所冗所

垂酢所
毒意訳琵所

亮分子重量研究所

リサーチ一元′ンス
テイ衰運－ト（米）

毒頑互房子郊祈（仮毒気）

畢85
∴1986

1986

1986

1986

1987

1987

1987

1988

1988

1988

1989

1989

1992

（予ヌ三）

由瘢葺閻璽冗所0反ラ弥）未定

出典：日本経済新聞1990．12．2

（2）基礎研究が重視されてきた理由

80年代に入って、とくにここ数年企業の基礎研究所の新設が盛んになっている。

その背景には前述したように政策上重視されたことがあげられるが、むしろ政策

はその加速要因であり、本質的には　①企業において二度にわたる石油ショック

を通じて、省エネと環境問題を自らの手で処理してきて、技術開発ベースとして

基礎研究が必要であり、役立つことが分かってきたこと。②欧米からの技術輸入

では十分でなく、同時にNIESに追い上げられ、何か新しいものを自ら作り出さね

ばならなくなってきたこと。　③エレクトロニクスの著しい進展で制御技術が飛

躍的に進歩しそれを製品に取り入れる過程の研究で製品の本質機能に対する関心

と理解が進んで来たことなどが大きな要因であろうと思われる。

日本経済新聞のアンケート調査結でも、「次世代のハイテクの芽を事前に育て

る企業しか生き残れない」、「基礎技術を握った国、企業がいままで以上に強い
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主導権をもつ」との認識をもつ企業が約8割である。

企業によって、それぞれ期待している効果は異なっているが、科学技術政策研

究所のレポート（NISTEP報告No．8）によると大体次のように分類できる。

①変化する環境への対応　②企業の全般的な技術水準の向上　⑧優秀な人材の

養成・確保　④　企業イメージの向上。⑤企業多角化発展の必要などである。

上記の「民間動向調査」によると、「将来の革新的技術シーズを生み出すものと

して重要出ある」と思ったのは63％を占め最も高く、以下「技術開発力の維持、

向上のために必要である。」（55％）、「企業経営の多角化としての新分野へ

の参入をはかるために必要である」（42％）となっている。いずれにせよ「基

礎研究」は企業が激化された国際競争の中で、新しい技術のシーズを求め、変化

する環境に積極的に適応しつつ、将来にわたって発展していくために必須の〟企

業の技術的体力，，とも言うべきである。従って日頃から養っていく上で不可欠な

先行投資の一つとなっているのである。ないしろ基本動機は皆企業の経済利益と

結びついている。（資料18、19参照）

（資料18）

進出等の　弓封ヒ　　　高付加価　た企茎葉　撤退亨の
国際化　　　　　　　　偵化　　　団として　暴王宮合理

の捨合力　化
強化

出典：日本科学技術白書1989
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東芝、日立、三菱総合電気など「E＆E（エナルギーとエレクトロニクス）の

企業理念を捧げて最先端技術の開発に全力を投入した（資料19参照）

（資料19）

≪東芝の21世紀に向けての技術開発》

FA・OM．

リニアモーターカー，都市インフラ．水処理システム．

量子効果デバイス．分子素子．
こユーロコンピューク

出典：野口恒－「日本企業の基礎研究」p152

（3）企業の基礎研究の特色と強み

①基礎研究人材の確保における優位性

基礎研究の成果が上がるか否やかに関係する最も重要な因子は基礎研究に向い

た人材の確保である。民間企業では基礎研究に向いた人を早く見抜き、確実に集

中できるばかりでなく、民間企業は基礎研究者を円滑に転出させられるメカニズ

ムが国立研究所や大学ではまねのできない際だった特徴、かつ強みとなっている

といえよう。すなわち、企業は自己の組織の中できわめて様々な活動を行なって

いるから基礎研究者の転出先としては開発部門、評価部門、製造部門、マーケテ

イング部門、技術管理部門、事業企画部門などのうちから当人に最も向いた部門

を探し手当することができる。したがって国立試験研究機関全体の平均年齢が昭

和63年で42．8歳であるが、民間企業の方は28歳ないし35才ぐらいである。（NIST

EPの主要企業の基礎研究にについての調査により）基礎研究では若手研究者のほ

うが研究能力が高いと言う根強い考えがあるようで、企業は若手を絶えず導入す

ると同時に高齢研究者を基礎研究から別の途へ転進させていくことに一貫した努
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力が払われている。

②基礎研究の組織面の強化

企業の基礎研究活動の本格的に行うために、特別な組織を他の研究開発組織か

ら分離して、基礎研究所として設ける企業が増えていることが最近の特徴として

あげられる。そうすれば、従来と異なる管理方式、すなわち基礎研究に向いた人

材がその能力、発想力を最大限に発揮てきるような研究環境を提供し得るように

なっている。資料17で上げた主な大企業の基礎研究所はほとんど通常の研究所

と違った組織と管理システムを組み立てたようである。下記は日本電気の組織図

であるが、分散と集中のR＆D体制と言われて、個の独創と群の創造を結びつい

た「独創性に挑む研究環境」作りを同社は進めている。

（資料20） 日本電気R＆D組織図

※く分散と集中の研究開発体制〉

「今日・明日の技術」は事業部門の開発グループがうけもち．

「明後日の基盤技術群」は研究開発グループが取り組む．
※く個の独創，欝の創造〉

「独創性のないものは研究開発でない」とする「独創性に挑
む研究環境」作りを同社は進めている．

出典：野口恒－「日本企業の基礎研究」p43

③基礎研究環境の優位性

日本の主要企業の基礎研究所は、基礎研究に特別必要な研究環境を作るために

工夫していることが，NISTEPと日本経済新聞社などの調査からわかる。まず基礎研

究の円滑な運営委を保証する所長には、技術開発分野における実績などに裏付け
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られ、社内外において高い評価をうけており、また研究者からも尊敬と信頼を得

られ、経営トップの信頼の厚い人材が当てられている。これとともに、所内にお

いて創造性を発揮できる環境の整備について十分に配慮している。例えば多くの

企業は短期的な成果を求めず、長い目で見守る雰囲気を確保したり、研究者に与

えられた時間、資金の自己裁量についての制度を設けたり、研究者個人のインセ

ンテjプを配慮したりしている。できるだけせっかくの人材の能力発揮の障害と

なるものを排除し、研究し易い環境を作ることに意を用いているようである。

④基礎研究資金における優位性

基礎研究は従来の応用研究と開発研究より、長期的な視点から投資の継続が要

求される。基礎研究を重視してきた大手或は中堅企業では、国立研究機関や大学

に比べてこの点で恵まれている。例えば日立の一年間の研究費は全国大学に分配

される金額の6倍以上の三千八百億円に達している。国家の科学研究補助金は全

体で六百億だけである（日本経済新聞1990．12．2）NISTEPの調査によって売上高上

位50社の研究開発費／設備投資額は1984年の77．6％から1988年の97．9％と年々大き

くなっている。民間研究所は研究設備と初期投資等の面から見ても大学、国立研

究所に比べて優秀な人材を確保し易い状況にある。

（資料21）
会誼

兆
円

年度

口言拍投重吉責　団居買詔党望

研究謂荒葺／言封烹投重吉亘

出典：NITEP REPORT－N0．15　企業の研究開発活動の国際比較研究
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（4）企業における基礎研究の問題点

①市場性を強く意識して研究開発テーマを設定していること。

企業では研究開発と市場との関連を念頭に置いており、企業が一番重視してい

るのは、「既存事業分野でのニーズ指向の研究開発」であり、「シーズ探索の基

礎研究」といっても目的を明碑に決め、事業に関連する科学的知識の獲得をめざ

したり、長期的な研究開発基盤を確保するためものが大部分であり、科学的新知

見の発見と言った意味での基礎研究は、まだほとんど行なわれていないのが実状

であるとしている。だから資金．人材．設備各面から見れば有望と思われる企業に

対して、本格的な基礎研究を期待できるかと言うことについては「先端科学技術

者に対する調査」の結果一資料22示したように、多くを期待することはできない

状態である。

（資料22）

産業界における本格的基礎研究への取組について

国全　体
Eヨ図　研
田大　字
⊂］民間企業

出典：資料22．23－科学技術自書1989

②研究の規模も企業の通常の収益の範囲で実施可能なものに限られている。

日本が国全体として、基礎研究レベルを高める必要があるが、分野の面でも、

規模の面でも民間企業に期待することのできない部分が相当あると思われる。例

えば商品化の期待できない宇宙天文学、地震学、気象学など、あるいは民間企業

の枠を超えるような大型で、リスクの大きい原子、宇宙などについての研究は政

府の研究機関と大学が責任を負うべきであると考えられている。

③企業の利益と国際交流の矛盾

企業の基礎研究はいずれにしても企業の競争力を強化して、経済利益を高める
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ものであり、研究成果の公開、外国研究者の導入等の面で障害がないわけがない。

現在一部の大手会社では外国の研究者を採用し始めたが、まだ問題があると言わ

れている。当面日米技術摩擦の中で、基礎研究の分野の国際協力のあり方を探る

上で重要な課題となろう。

（資料23）　　　　人数
1柵的

148898

12伽8

1狛祝の

馳鋤

的∈狛

48匂88

288の切

の

出典：NISTEp－わが国と外国間の研究技術者の交流

④企業利益と基礎研究の長期化とリスクとの矛盾

基礎研究の成果は何年も何十年もの時間を待たなければならない。企業は果し

てそれだけの辛抱ができるだろうか。企業では明確な考え方を確立しなければ，

その推進が不可能だと思われる。現在ではまだ短期間的な視野から成功不成功を

見ようとする傾向が強く、長期的な評価視点はまだ十分と言えない。したがって

今後企業においても基礎研究を支える文化．風土が築かなければならない。でなか

ったら、60年代に中央研究所ブームのように景気下降時には真先に研究費が経費

節減のヤリ玉になるだろう。

日本の基礎研究ついての検討は、次の結論にまとめられよう。

先ず日本の基礎研究は、世界の他の主要先進国より遅れていることは事実であ

る。しかし80年代入って以来、政府と民間企業ともに基礎研究を力強く強化して

いるのも事実である。そして日本の基礎研究活動には、民間企業の役割と政府の

産．学．官合作政策が注目される。今後、基礎研究を強化することは、日本を「経

済大国」から「政治大国」へとの目標の実現のために、いかに貴献できるかと言

う点に、筆者は非常に興味をもっている。
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（資料3－A） 基琶研究費の各国比較（0［CD方式）
（阜位：％）

日 蓑 綾 仏

雲　 ミ　 汗　 先　 買　 の 0 ．2 6 0 ．3 1

（0 ．3 2 ）

（1 9 8 6 ・亭 ）

0 ．5 6 0 ．4 2

対　 G　 N　 P　 比　 率 （1 9 8 6 号 ） （1 9 6 3 年 ） （1 9 8 1 年 ）

羞　 ミ　 元　 矢　 比　 享
1 1 ．1

（1 9 8 6 号 ）

1 2 ．2

（1 7 ．6 ）

（1 9 己6享 ）

2 0 ．5

（1 9 8 3 年 ）

2 0 ．9

（1 9 7 9 羊 ）

捜 毛 利

工 ＝＝：＝
七〇一こ′ハ
天 上ヒ辛二

崖 6 ．5 4 ．7 5 ．0 3 ．7

政　　　　　　　　　　　 府 1 3 ．6 1 4 ．3 3 9 ．8 1 9 ．2

大　　　　　　　　　　　 字 5 1 ．2 5 8 ．1 7 6 　4 9 0 ．0

巨：（）内f三日筋元矢貢を諾いた値

餌：己　　本　　科芋技術元矢調査叢書（紀頭庁）

アメリカ　　NationalPattern50EScienceandTechnologY ReS0UrCeS1936（NSF）

西ドイツ　　FaktenberiCht19S6zumBundesberichtFor5hung（連邦云完技術者）

フランス　　PlOjectde Loide FinanceS Pour19SS

イギリス　　AnnualRevieu・OEGovemTnent Funded R＆D1987

0ECD歳計

をもとに作成

（資料3－B） 各国帯完胃莞貢の茎要所究仕事
（OECD万式）

195S字　　　1970三　　　　1975年　　　1930亨　　　1985年

誼1二OECDでは，与国の科宇技術誌計を比託する賢に玩先着畠を専従技昇（F。l主

亡imeequivalenヒ）でカウントしているが義が己の荒計ではそのような処雲は

行われていない。このため，E不の所先着，玩先買については．以下のよう

な損貫をしたうえで比薮が行われている。

すなわち．大学の研究者については所矢と教育との両詫言互を有することに

芝ふ，帯完書芸については0．5，所先買については0．6という修正提議を景し
た数値を用いている。

2．西妓・仏烏1967年，1971年，1975号，1979年，1983手の鼓値を記入．

資料：6　　本　亨斗羊技術折完調査号音（語頭庁）

7ノ．J77　NatEOnaZ Pa亡亡erTIS OE Science and Technology Re50UrCeS

1986（NSF）

匹汗イツ

77ンス
OECD託計

をもとに作成

出典：「通産省一産業技術の動向と課題」1988
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（資料4）

所見者の専門抹ま

（bレUniveni【y

DegreeS）

（疇）

l 乙 l

1 ． ．1

1 9 ＿ 1

7 ． 9

7 8 ． 4

J ＿ 3

7 3 ，

米　　　　　ロ

包　　　　　－

（1935）（1985）

研究者の保有・育成状況

A B C 学位 取 得 者の専
攻別 シュア （％）従主 音千 人 当た り 人 口千 人 当た り 学位 款待音 字の青
D 工 学 E 二塁羊石芹完舌 鼓　 （人） 学位 説得 者 孟 （人） 士 ・修 士 比牢 （％）

巳（19 8 5年） 8 ．3
（7 ．1）・ （19 8 7年 ） 1 ．16 1 5 5 9 1 1

禾 （19 8 1号 ） 7 5　 （198 5年 ） 1 ．5 7 2 7 3 5． 27

桧 （198 3亭 ） 5 ．3 0 ，6 1 2 7 2 1 2 5

仏 （19 83芋 ） 4 ．4 0 ．7 0 4 0 － －

英 （19 8 3与 ） 4 ．4 ‥ 0 ．9 7 20 3 3 16

平　 均 5 ．7 1．00 2 6 3 7 27

注二　＊（）はOECD方式による棺正値

＊幸三缶は．大字の研究者を含まないデータ

妄料．工芸技術張「我が国の祈完開発舌薪主要指標の動向」

文　部　省「教育詣芹のEm封土モ」

廿芋技術庁「62年紙日宇技術白苗」

をLとに作成

出典：「通産省一産業技術の動向と課題」1983
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黄料6－A

学術研究詣文崇の悍び享

76　　77　　73　　79　　g匂　　81　g2　　g3　　餌　　85

文詳省、1987

資料6－B

0－日京
口…一・・米国

△－矢し∃

×一一一フランス

f一一一一西独

GNP，人口当たりの監掲載回数と論文の引用度数

i語謁吏回数
l

G　 N　 P
当　 た　 り 人口当たり

語掲載回数
（回／千人）

引用度 女
（19S2年）

（％）

研究者百人
当たり謹話

研究書百大
当たり米国

（19S5年） 総掲載回数
（回！10惜円）

言主文掲載致
（1985年）

特許取得件
数（1985年）

米　　 国
①

252 ．604

⑤ ① ① 件 件
0 ．26 1 ・．？6 37 ．8 3 ．5 5 ．5

日　　 本

l

② ① ① ⑤

3 ．190 ，800 0 ．28 0 ．75 2 ．5 2 ．2

イギ リス
③ ① ②

5生272 0 ．49 0．96

西 ト．イツ
① ② ③

51．670 0．35 0．84

7 7 ンス
⑤ ③ ‾　 ⑤ ⑦

3 ．916 ．056 0　30 0 ．66 5　6

注：①～⑤は順位。算出にあたり1983年の研究者款を侵私

資料：文部省「学術研究論文数国際比較調査」1987年
科学技術庁「科学技術の国際的流速のあり方に関する調査石芹完等告菩」19釣手

をもとに作殻。

出典：科学技術白書1987
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莫料6－C

主要国別の雑誌語文の鼓引用数比率の荏移

Changeintheproportionofp手PerSCitedbyotherauthorsinarticles

publishedinscientificjournals．

（％）　（件）

著 者 国 別

分 野　　　 年

日　　 本 米　　 国 西 ド イ ツ 7 7 ン ス イ ギ リ ス
被 引　 用

論 文 語 数

数　　 学

1 9 7 7 1 ．0 2 0 ．0 2 ．7 5 ．4 3 ．2 4 1 1

1 9 8 2 0 ．2 3 6 ．4 5 ．5 4 ．3 2 ．6 4 2 0

物 里 芋

1 9 7 7 1 ．8 3 4 ．6 3 ．9 4 ．7 3 ．0 1 9 ，8 5 7

1 9 8 2 3 ．0 3 6 ．0 7 ．4 7 ．0 3 ．1 2 4 ，7 7 1

化　 学 l

1 9 7 7 2 ．5 3 0 ．4 3 ．5 3 ．2 3 ．1 9 ，4 4 0

1 9 8 2 3 ．6 3 6 ．5 5 ．6 5 ．9 2 ．5 1 1 ，9 9 4

生 物 科 学 l 1 9 7 7 1 ．4 2 9 ．3 4 ．0 2 ．7 6 ．7 5 ，1 1 6

1 9 8 2 0 ．9 4 1 ．1 5 ．6 4 ．3 7 ．3 6 ，5 1 1

地 球 ・

字 古 科 学

1 9 7 7 0 ．8 3 2 ．9 2 ．4 3 ．8 6 ．1 3 ，5 6 9

1 9 8 2 2 ．0 4 2 ．9 3 ．9 6 ．0 6 ．1 5 ，9 3 2

医　　 学

1 9 7 7 0 ．5 3 0 ．9 1 ．4 1 ．9 1 8 ．3 5 ，9 7 1

1 9 8 2 1 ．3 3 6 ．7 1 ．9 2 ．6 1 8 ．9 6 ，6 8 2

工　　 学

1 9 7 7 0 ．9 3 2 ．8 1 ．4 1 ．7 3 ．2 1 ，4 6 1

1 9 8 2 2 ．2 4 2 ．1 4 ．4 4 ．1 4 ．3 2 ，6 3 8

農　　 学

1 9 7 7 1 ．6 2 9 ．1 1 ．8 2 ．3 4 ．2 2 ，8 9 4

1 9 8 2 2 ．0 3 8 ，2 4 ．2 3 ．3 4 ．5 3 ，9 7 3

1 9 7 7 1 ．6 3 8 ．7 3 ．2 3 ．6

「 元 ‾‾戸 手 ‾ 37．8 5．6 5．6 5．5

注）米国SCI（ScienceCita［ionIndex）のデータベースの中から分鼠

詳細は下記資料参照。

資料：科学技術庁委託調査「科学技術情報の国際的流通のあり方に関する

調査」（昭和59年3月）より作成。

出典：科学技術白書1987
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資料7－A
基提研究水準の筐位性の国際比較

研究分芳及び研究課題
B 米比較 日欧比較

米国

筐位

ほほ

同等

日本

筐位

欧州

筐位

ほほ

同等

日本

匿位

1． ライフサイエンス分野 96．8 3．2 0．0 は旦⊥ 36＿4 5．6

①遅伝情報莞買調茹鼠塙の音明 9 1．6 1 8．4 0．0 52．4 37．6 9．9

②成長 ・老化鼠福の筋明 由．’5° 手．．ラ 0工．テ 云‾の．‘の．正子 五首

③細胞増殖 ・分裂昆福の解明 81．0 17．6 1．4 46．3 44．0 9．7

④脳のメカニズムの篇明 87．8 11．4 0．3 53．2 五 6°2 1．3

⑤分子罠器 ・応答浣霊 （免疫．ナノ定 ン等）毎 ’．i再 ’ 4．4 亙 手 五 －2 正 ．4‘

の音明

2． 物質 ・材料分野 拉 4 日 0．5 5．7 1 20．4 軍」 26．5

①極限条件の創出とその下での薪現象の探 72．4 22．4 5．2 37．3 堂．＿4 20．3

崇 ・解明

②表面 ・界面における新現象の探票 ・解明 53．0 34 5 12 5 28 4 最 4 27 3

③篇品構造紬 釦こよる薪昆龍．高段話物質 旦亘』 封二．3 27．0

16，5

18．3 37．3 払 9

の研究

④高度な解析 ・評価技術の研究 54．0 30．5 31．2 43．9 24．8

⑤理言合的琳 斗設計手法の研究 壷 4 23．1 7．5 35．3 堪∴ア 20．0

3． 情報 ・竃子分芳 69．3 28．2 1 2．6 13．9 41．7 44．5

①分子 ・原子 レベルの割勘による高叢話嘉 蜂 ．9 37．8 16．3 6．6 40．0 53．4

子の創成

②バイオェレク トロニクスの研究 71．2 19．6 9．3 20．0 48．2 3－1．7

③超分散型並列処理の研究 82，0 13．9 4．1 13．8 38．5 牲 て

④音声 ・画像か らの意味情報の抽出の研究 44．8 41．6 13．6 8．8 手前 52．6

⑤ 自然言語処理の研究 私 学 38．3 20．3 17．9 40．6 封∴≒

4． 芭洋 ・地球科学分野 94．5 ′‾　　′Tコ．0 0．0 牲 Z 41．5 11．3

①芭洋における諸現象の調査 ・通則による 93．8 6．3 0，0 54．0 40．2 5．7

6：’ラ

大気 と惹洋の相互作用．葱洋大循環の解

明

②深海底の地形 ・地質横道等の探査 ・解明 畠‾占．’ラ 13．3　 0．0 68．9　24．4

③竃洋の生態系についての理詰的講明 「い78．5　 20．0 1．5 5五 4 5．5：‘0 白子

④大気の最期的温度変化．炭較ガス， オゾ 症 ．云 15．2　 0．0 手工± 互．4．°3 五首

如才

ン等の竺勤韓折に関す る研究

⑤大損頓地殻変動探知 システムに関する＿研 43．6　 36．2　20．2 1前 3 1．0

ク．こ九

（注）ここでの筐位は，順位」と「やや筐位」を合わせたものである。

下讃‥回答上ヒ宗が過半数．貞操：最高位（ただし，回答比享が50．0％までのもの）

出典：川崎雅弘－「先端科学技桂の動向と課題」
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資料7－B　　米国からのわが国の技術水準評価

（「Critical Tech〔0logy Plan」April，1989）

（酎TI AIST）

重　　 要　　 技　　 術
本 レ ポ ー ト
の 評 価
（I － 1 ）

産 業 技 術 白
書 の 評 価
（I － 2 ）

1． マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニ ク ス 回 路 とそ の 製 造 Ⅰ ①　 ◎ ①　 ㊤　 ◎
2． カ リウ ム ， ヒ素 そ の 他 の 化 合 物 半 導 体 つ －
3 ． ソ フ トウ ェ ア生 産 ◎ ◎

4 ． 並 列 コ ン ピ ュ ー タ ・ア ー キ テ ク チ ャ ◎ ◎

5． 島 械 知 ≠息　 ロ ボ テ ィ ク ス ≠ ①　 ◎ ㊤　 ⑬

6 ． シ ミュ レ ー シ ョ ン ⑬ －
7 ． 光 集 積 回 路 ⑬ ◎

8 ． 光 フ ァイ バ ー ① ㊤

9． 高 感 度 レ ー ダ ◎ －

10． セ ンサ ◎

1 1． 自動 冒 標 認 識 ⑬

12． フ ェイ ズ ド ・ア レ イ （位 相 制 御 増 幅 ビ ー ム ） ◎ －

13． デ ー タ融 合 （大 量 処 理 ） ⑬ ①

1 4＿　ス テ ル ス 技 術 ◎ －

15． コ ン ピ ュ ー タ 利 用 流 体 力 学 ⑬ －

16． ェア・到 －ジング 推 進 （軽 量 ・高 効 率 エ ン ジ ン） ⑬ ⑬

17． 高 出 力 マ イ ク ロ波 ◎ －

18． 血 ス 出 力 （軽 量 ・低 容 量 デ両 スで の 出 力 発 生 ） ◎

19． 高 遠 射 出 （兵 器 の 高 遠 発 射 ） ⑬ －

2 0． 耐 熱 ・高 強 度 ・軽 量 材 料 サ ①　 ◎ ①　 ¢　 ◎

2 1． 超 電 導 ◎ ∈）

22． バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー 材 料 ・プ ロ セ ス ー ① ①　 ㊤　 ⑬

①：日本が優れている　e：日米レベル　⑬二米国が覆れている　－：記述なし

＊技術をさらに細分化して評価しているため，複数の評価悪果が得られている。

出典：川崎雅弘－「先端科学技術の動向と課題」
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基礎研究水準の国際比較資料7－C

％

米
国
債
位
　
米
国
や
や
任
位
　
日
米
l
三
は
同
寺
　
甲
本
や
や
径
位

一

　

　

　

一

　

　

　

　

一

　

　

　

　

／

日
本
倭
位

欧
州
径
拉
　
欧
州
や
や
優
位
　
日
欧
は
に
同
等

日
本
や
や
使
位
　
日
本
優
位

三
三
　
三
こ
一
三

芋
蔓
三
・
l
－
　
二
幸
ー
一
r

津等・皇茸持芋

に
関
す
る
石
究

大
束
穣
地
慧
変
動
宗
知
シ
ス
テ
ム

オ
ゾ
ン
亨
の
挙
動
手
折
に
軍
丁
皇
杭
先

大
気
の
長
男
的
温
度
変
化
、
長
島
ガ
ス
、

的
娯
萌

藍
洋
の
生
嬰
差
に
つ
い
て
の
琶
旨

／

　

＼

　

　

＼

＼

軽視作宗の
淳利用だ完

芸隻手票亨一一．t肩－．－ん

蓋蓋墓

宣蚕喜
査相
・互

解
明

地
形

遍ど空地
貰
構
造
等

毒
事
苫
芸
去
睾

掃範一宣子

自
警
言
語
処
空
の
研
究

の
持
出
の
研
究

書
声
、
画
伐
か
ら
の
意
味
情
寄

道
分
散
聖
主
列
処
里
の
研
究

バ
イ
オ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
の
研
究

に
よ
る
有
線
籠
芸
子
の
創
成

分
子
・
原
子
レ
ベ
ル
の
利
和

若
旨
的
材
料
設
計
手
法
の
研
究

斡
高
度
を
単
桁
・
評
価
技
術
の
析
究

柑
高
喪
托
物
質
の
研
究

ス
諾
品
練
達
別
封
に
よ
る
示
牢
軍

の
買
手
爪
二
糖
明

き
面
・
界
面
に
お
け
る
新
現
象

新
現
象
の
宗
票
・
韓
明

護
提
条
件
の
創
出
と
そ
の
下
で
の

ユ
小
ル
モ
ン
寿
）
の
桿
明

分
子
記
法
・
応
等
較
晴
へ
免
疫
、

完
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
綻
崩

引
昌
準
増
殖
・
分
裂
箆
橋
の
熔
瘢

り
霊
・
老
化
蜃
席
の
幕
明

ラ

遺
伝
情
報
C
莞
現
巽
茹
観
練
の
解
明

資料：「先端科学技術研究者に対する調査」より作成。

出典：科学技術白書1988
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資料7－D

∞

　

9

0

　

8

0

　

7

0

　

5

0

　

5

0

　

4

0

　

3

0

1

（
　
里
　
芋
　
）

我が国の学術研究水準等の評価

一　一一一一一　一　一一一．

遠めて活更

副遠的・先見的な

その他
非常に低い
やや低い

平均的水車

ある程度高い．

非常に高い

その飽

低くなる

その他
詳言に伝い
やや低い

平均的水車

わが国の所究水準　今後におけるわが　わが国の芋前石完

研究活動の活更度　の国霞的位五づけ　且の石究水車の臼　の全篇としての国

語約位五づけ　　　詩的水草

％　　　　　その他

ほとんど佑莞

ある程度活莞

題めて活莞

創造的・先 是的な

その他

やや低い

平均的水車

ある程度高い

非常に高い　●

わが国の析冤水草

その他

伝．くなる

ヽ

ヽ

ヽ

高くウろ、、
ヽ

ヽ

その他
非常に低い
やや低い

平均的水車

今複におけるわが　わが国の手術玩究

研究活動の活莞度　の国際的位屈づけ　国の研究水草の亘　の全体としての臼
臣的位置づけ　　　際的水草

その他

余り活果
てない

その他

やや低い

平均的水車

創造的・先見的な　わが国の研究水準　今後におけるわ

その他

低くなる

ヽ

ヽ

＼

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

＼

高くなる、、

が　　わが包

その他

やや低い

平均的水草

わが且の芋術折完

折完疽動の活先度　の国語的位置つけ　国の研究水準の国　の全体としての国
際的住道づけ　　　　賢的水車

注）　学術研究全体の水準以外の3項削土，回答者が属する専門分野

についての評価である。

資料：　日本学術会議「日本の学術研究動向」より作成。

出典：科学技術白書1988
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（資料11）
政府の推逓・支援する民間企業等によ　る共同研究制度

ー

　

∽

∽

　

－

作調 ・支援方夫 接遇主体 共 同 研 究 制 度 （創設年度） 研　 究　 開　 発　 課　 題 、　 分　 野　 等 研　 究　 開　 発　 体　 制　 の　 特　 徴　 等

100％

研究開発

政府

民間

大型工 業技術研究開発制度 産 業構造 の高度 化、国際錆争力の 強化、天然資源の合理 的な ○産 ・学 ・官 （国立試験 研究所 ）の協力によ り実施。

（昭和4 1年度） ［通産省］ 「 開発、座 業公害 の防 止を図 るため に兎要で あり、かつ緊急 に ○プ ロジェク トの過 定等は庭技審大型技術開発部会

（民間委託実施 ） 必 要とされる先導的 ・波及的大型工 業技術。 の意 見を反映。 各プ ロジェ ク トに存識者等か ら成

分野 ：鉱工業 る研究開発迎絡会議 を設置 し、総合的に経過。

次世代産 業基盤技 術研究開発 10年程度 将来に発展が朋持 される次 世代産業に必要 な基盤技 ○産 ・学 ・官 （国立試験研究所）の協力によ り実施。

制度 （昭和56年度） ［通産省］ 術で、その波及 効果 も大 きく、かつ広範囲な もの。 ○ 仮数の研究開発方法を同時 に実施 （並行 用発方 法）。

現在 4分 野 ○概ね 10年の全体計画を 3 段階 程度 に区切 って、段

（新材料、バ イオテ クノロ ジー、新機能素子、超電導） 階別に目横 を設定 ・評 価。

創造科学技術推進 制度 物 質 ・生 命の本質 に着 目 し、科学か ら技術への橋渡 しの過程 ○総括責 任者 に一定の裁量能を与え る。

（昭和56年度） ［新技術開発邸業団］ で、革新技術の創出の可能性の高い領域における基礎研究。 〇度 ・学 ・官、海外か ら研究者を結 集。人中心。

0 1 プロジェク ト、 3 － 4 研究 グループ（各 5 人位）。

0 1 プ ロジュク ト、肋間 5 年 、総朝約 20位 円。

固際フ ロンティア研究制度 2仕 紀の技術革新 の根幹 とな るよ うな新 しい知識の根梅的な ○研究 リーダには、外国人 も招 へい。

（ll帥 16 1年度） ［理化学研究所 ］ 発掘を目指 した逓増（フロンテ ィア）研究。 〇度 ・学 ・官 、海外 か ら研究者を結集。人中心。

費の負担

品高70％

まで 山賀

税制等の

分 野 ：生 体ホメオスタ シス、フロ ンテ ィアマテ リアル、 ○全体で、 3 研究分野、 10チー ム（各 6 人拉）。

思 考機能 0 5 年を 1朋 と し、全体で 3 糊 15年。

逓館技術研究促進用庇 鉱 業、工業、電気通 信業及 び故送業 （五線放送業を含む）の技 ＜貼徽技綱 ．11収　 研究間発会ILへの出田の場合 ＞

（昭和60年度） ［通産 省、郵政省］ 術、その他屯気通信 に係 る電波の利用技術の うち通産省又は ○民間における基盤技術に関す る試験 研究に必 要な

郵政省の所掌 に係る もの （基盤技術法第 2 条）。 資金の供給を行 うため、 2 以上の企業が研究開発

会社（法人）を設立 し、州 司して行 う基礎研究 、ま

たは応用研究段階か ら実施す る研究開発プロジェ生物系特定産 業技術研究推進 機用 生 物の械 随を維持増通 し若し くは利用 し、又は生物 の職能の

民間

．・’－－．‘1

制度 （昭和61年度 ） 【戯林省 ］ 発現の成果 を姓 椙 し若 しくは利用す る御業で次に掲げる業用 ク ト等 に対 し、株式取 得の方法で出資を行 う。

に属する ものに関 する技 術（生研槻 用法第 2 条）。 出資比率／戯高70％

（餌 紬 は 戊 、②飲 食料品及 びたば こ製造業、③ その他 （政令） 出汽 期間／戯高 7年 （特 例10咋 ）

医薬品副作用披苫救済 ・り恍 振興 医薬品（薬邪法第 2 条第 1項 に規定 ）の生産 又は版元 に関す る ○生研機 構制度、医共．T．リ占金側膿 において も同 じ。

○組 合員Irl互の利益を目的と した井川資制、非営利

應企制度 （昭和6 2年皮） ［厚生 省］

鉱工 業技術研究糾合制庇

技術の うち厚生省 の所掌 に係 る もので あって、品質、有効性

及 び安全性 の確保 又は向上 に寄与す る もの その他国民の鮎康

の保持増適 に相当提度寄 与する もの （医薬品法第 2 灸第 3 項）。

鉱 工業（研究組 合法第 1条）。

像遇捕匿 （昭和36年度） ［通産、膿休 、運指省］ 法 人。

○ 剰余金の分配の禁 l【二。

○ 研究の成果を利用 し得る者のみを組合員の対象。

（注）木表は、各共同研恍制皮のパンフレット等を題に作成した。

出典：NI STEP REPORT N o．5
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